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●「一部保険外療養」は、国民皆保険の根幹を揺るがす制度です。 

・厚労省は「市販薬で対応している人との公平性」を理由にしていますが、市販薬に頼る人の多く

は受診したくてもできない事情を抱えています。  

・建設業では、現場は早朝から動き、移動時間も長く、診療時間と合わないことが多い。出来高払

いや日給制で働く人が多く、休めば収入が途絶えるため受診時間の確保が難しいのが実態です。

こうした現実を踏まえず、保険診療を受けている人の負担を増やすのは筋違いです。  

・受診が難しい人への医療アクセスを保障することこそ政府の役割ではないでしょうか。 

●「痛み止め」は働き続けるために必要な医療です。 

・建設の仕事は、毎日が身体への負荷の連続で、慢性的な痛みが蓄積せざるを得ません。湿布

薬などの痛み止めは、働き続けるための最低限の医療です。 

・危険な作業において命と安全を守る「安全装備」の一部です。 

●慢性疾患の患者を大幅に排除する「配慮措置」は問題です 

・がん・指定難病・公費医療の対象者に該当しなければ追加負担となります。慢性の痛みを抱える

建設労働者の多くは、これらの対象に該当しません。  

・湿布薬が原則として配慮対象外とされたことは極めて深刻です。  

・慢性の痛みは、季節や作業内容により症状が変わります。「通年処方ではない」として配慮外と

するのは実態を反映していません。  

・追加負担すべきか否かは、現場の医師の判断に委ねるべきです。 

●建設技能労働者として、次のことを強く求めます 

１．消炎鎮痛剤の外用薬を保険給付から外す方針を撤回すること。 

２．慢性的な痛みを抱える患者を「配慮措置」の対象に含めること。 

３．医師の判断を尊重し、建設現場など労働現場の実態を踏まえて制度を見直すこと。 

４．働きながら治療を継続できるよう、必要な医療を保険給付として維持すること。 

●痛みを抱える労働者の治療を保障することは、産業と社会の持続性を守ることでも

あります。制度の抜本的な見直しを強くお願いします。 
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